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はじめに 
 

 ＩＣＴ（情報通信技術：Information and Communications Technology）に

よって実現される放送・通信は、社会・経済・産業などあらゆる活動の基盤と

しての役割のみならず、言論・報道といった民主主義のインフラとしての機能、

さらには文化の創造や地域の問題・国際的な問題における課題解決といった

様々な価値を生み出す機能を担っている。 
 
 同時に、ＩＣＴによって実現される放送・通信の分野（以下「ＩＣＴ分野」

という。）は技術革新やそれに伴う市場構造の変化が激しい分野でもある。ラジ

オ、テレビから始まったメディアの進化は、ケーブルテレビ、衛星放送などマ

スメディアの多様化にとどまらず、インターネットの世界的な普及を背景とし

たパーソナルメディア化にまで至っている。そうしたＩＣＴの進歩・多様化に

応じて、今まで主に情報の受け手であった国民が簡単に情報を発信する力を持

つに至り、国民一人一人が社会を変える重要な位置を占めつつある。このよう

な変化に伴い、放送・通信サービスやこれを用いたメディアに対する国民の意

識も大きく変化してきている。 
  
 「今後のＩＣＴ分野における国民の権利保障等の在り方を考えるフォーラム」

は、このように普遍的な価値を持ちながらその環境がさらに大きく変化しつつ

あるＩＣＴ分野において、行政組織の在り方も含めた言論・表現の自由を守る

ための枠組み（いわゆる「言論の自由を守る砦」）をはじめとする国民の権利保

障等の在り方について検討することを目的として、総務省の主催により開催さ

れた。 
 
 フォーラムの開催・運営に当たっては、議論の対象とするテーマを絞りこむ

ことはせず、関連する諸テーマを幅広く議論の対象として取り上げ、構成員に

ついても、事業者など狭い意味での関係者ではなく、この分野に様々な立場で

関わる多様な専門家・論者の参加を得ることができた。 
 
また、11 回にわたる議論の模様は原則としてインターネットにより実況中継

を行い、資料・議事録もすべて公開し、国民の議論の喚起を図った。 
以下では、こうした議論の中で出された多角的な意見をわかりやすく理解で

きるよう、項目ごとに整理している。また、フォーラムにおけるありのままの

議論についても参照できるよう、すべての会合における議事録、会合資料も併

せて添付しているものである。 
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（１）基本的な考え方  

ＩＣＴ分野における国民の権利保障の在り方について検討する上での基

本的な考え方について、幅広い視点に立った様々な意見があった。 

 

ア） 日本は、他国に比べて政府による番組介入や、法律上の規制が緩く

て、自主自律を旨としてきたというのが、メディア行政の一つの特徴を

なしてきた。しかしながら、今、懸念があるとすれば、放送法の規律や、

ＮＨＫのガバナンスを見直す論議が必要かもしれない。同時に、行政を

監視する組織を考えることもあり得るが、幅広いアプローチで時間をか

けて議論をすればよいのではないか。【中村構成員（第 1回議事録 P9、P10）】 

イ） 報道、放送、情報通信といった分野が抱える多くの問題は、競い合

いの構造の中で解決されるため、情報通信分野で何と何が競い合ってい

るのかという切り口から今一度法の体系を見直すことが必要。【楠構成員

（第 1回議事録 P13）】 

ウ） 日本は、幸いにも戦争がない国という発想ができるので、新しい形

を作れるのではないか。【重延構成員（第 2回議事録 P16）】 

エ） 国民の権利のうちで最も根源的なのは、視聴者、公衆としての国民

総体の権利。そして、国民の表現の自由という場合には、自ら情報にア

クセスし、表現する権利があり、インターネットや携帯電話の普及によ

ってますます重要になっている。新聞、雑誌、放送等を通じて多様な言

論や情報に触れる権利も、多くの国民にとっては依然重要なもの。この

２つの権利はお互いに排除し合うものではなく、両者を総体として高め

ていくべき。【宍戸構成員（関係者ヒアリングにおける意見）（第 4 回議

事録 P3、P4）】 

オ） コミュニケーションは自由であって、国民を電波の消費者と見るの

ではなく、主体としてきちんと規定することを大前提として、社会のす

べての成員が言論・表現の自由、コミュニケーションと情報の自由を享

１．総論 
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受出来るように定めることが大前提、大原則。【深尾構成員（関係者ヒア

リングにおける意見）（第 5回議事録 P12）】 

カ） 今までの国際競争力や表現の自由、規制の在り方の議論に加えて、

地域の活性化に寄与するとか、文化が育成されていく、育まれていく。

平たく言えば、繋がることで生きていく力が湧いていくこと、人を幸せ

にすること、かけがえのない一人ひとりが輝くといった観点で、電波・

通信行政を考えていくことが、このフォーラムとしての一つの責務。【深

尾構成員（関係者ヒアリングにおける意見）（第 5回議事録 P12）】 

キ） 表現の自由を拡大するためには、メディアを拡張していくことが効

果的ではないか。インターネット、モバイル、地デジといった新しいメ

ディアが普及してきて、国民の表現の機会や表現の自由は格段に高まっ

た。こういったことをどんどん進めていくのがよく、日本列島を「自由

の砦」とするため、最先端のデジタル環境を整備するのが政策の方向性

として立ち得る。そのための「デジタル三政策」（①インフラ（光の道）

の整備、②新メディア（デジタルサイネージ等）の開発、③利用環境の

整備（「デジタル教科書」の普及））が必要。【中村構成員（関係者ヒアリ

ングにおける意見）（第 5回議事録 P16）】 

ク） 送り手側の権利と受け手側の権利が衝突する構図が、最近特に深刻

な問題になってきているのではないか。【後構成員（第 7回議事録 P7）】 

ケ） このごろリスナーがしっかりした反応をきちっと出してきてくれて

いる。ただ、地方における問題解決や議論の場が、必要なのではないか

と強く感じている。【木原構成員（第 9回議事録 P11）】 

コ） 制度やルールで解決していくアプローチ、技術で解決していくアプ

ローチ、教育で解決していくアプローチ、それぞれ効き目も違うし、短

期、中期、長期の政策レンジも違ってくる。個人的には長期的な効果は

教育とか啓発活動が一番効くだろうと思っている。【中村構成員（第 9回

議事録 P17）】 

サ） 今、情報環境が非常に豊かになってきているが、何となくマーケッ

トに任されている面がある。マーケットにゆだねても浮かび上がってく

るものと、マーケットだけにゆだねては担保できないもの、そういうも
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のをしっかり考えなければいけない時期。あまり考え過ぎると、メディ

アの発展というのが抑えられてしまうので、どこまで仕組みをつくるか

というのは大変難しい。試行錯誤しながら、主体的に選択をすることを

考えることが必要。【濱田座長（第 9回議事録 P17、P18）】 

シ） 自由を守る砦の議論をするときに、経営の論理とかお金の問題の話

がすぐに出てくるが、それはふさわしくない。どういうものを次世代に

引き継ぐのかといった、大きな文化的側面をとらえていかなければいけ

ない。【服部構成員（第 9回議事録 P22、P23）】 

ス） 新しいテクノロジー、新しい社会のパラダイムシフトによって、フォーカスを

当てるべき新しい基本的人権があるのでは。すべての国民は等しく、あらゆる情報

にアクセスできる権利がある。離島、過疎地に生まれたが故に、事実上デジタル・

ディバイドになっており、新しい日本人としての基本的人権の一つに、そのような

議論があってもいいのではないか。【孫オブザーバ（第 1回議事録 P13、P14）】 

セ） ＩＣＴ分野で表現の自由、通信の秘密を守りながら、それによって傷つけられ

たり、被害に遭う人が出ないように最大の努力をしていかなければいけないと思う

し、あわせて国や地方自治体には是非その環境整備に力を尽くしていただきたいと

強く要望。【東京都地域婦人団体連盟（長田事務局次長）（関係者ヒアリングにおけ

る意見）（第 4回議事録 P17）】 

ソ） フィンランドでは、国民が完全に情報にアクセスできる権利を保障するという

のを立法化した。通信も含めて、ブロードバンドをきちんと整備していくことが、

国の果たす情報アクセス権であるという、そういう先進的な事例がある。この情報

アクセス権、放送、通信も含めて、ぜひともご議論いただきたい。情報アクセス権

について、この国の３０年先、５０年先のメディアというものの在り方を見ながら、

ぜひとも議論していただきたい。【孫オブザーバ代理嶋社長室長（第 9回議事録 P13、

P18）】 

（２）言論・表現の自由を守るための枠組みに関する議論  

言論・表現の自由を守るための枠組みに関しては、新たな組織・機関の設

立について積極的な意見、消極的ないし慎重な意見が見られたほか、様々な

主体による取組の全体像が枠組みを構成するという意見が多く見られた。 
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 ① 新たな組織・機関の設立について積極的な意見  

ア） 電波法と放送法という２つの法律による、非常に歪んだ法的な枠

組みになっていることが、放送事業者がコンプライアンスを確立しに

くい、放送を巡る不祥事が後を断たない根本的な原因と言うべき。こ

のような歪んだ法的な枠組みを解消する一つの方法として、新たな機

関の創設が必要だということであれば、ＦＣＣ1

イ） 独立行政委員会の設置は、通信・放送の独立と報道・放送の自由

を保障するものとして重要。ＢＰＯ

のような組織の創設と

いった選択肢も十分にあり得る。【郷原構成員（第 1回議事録P7）】 

2

ウ） 全く行政指導を行わなかった大臣もいれば、多発している大臣もいる。大臣

ごとの差異が恣意的だと断定するつもりはないが、恣意的な発動を防ぐためには、

政府から独立した独立行政委員会が放送行政を担うことが重要。【日本弁護士連

合会（日隅弁護士）（関係者ヒアリングにおける意見）（第 4回議事録 P20）】 

の取組などを活かした政治からの

独立を、社会全体の総力を挙げて実現すべき。【深尾構成員（関係者ヒ

アリングにおける意見）（第 5回深尾構成員提出資料P1、第 5回議事録

P12）】 

 ② 新たな組織・機関の設立について消極的ないし慎重な意見  

ア） 砦を下手につくると、逆に自由を破壊することになり得るという

危険性を感じる。例えば、政治的に公平であるということは、テレビ

の実際の最前線にいる人間ができるだけ公平にという志を忘れないよ

うにすること以外に、守ることはできない。何か特別な、新たな機関

をつくれば、突然、報道の自由が確保されるといったことはあり得な

い。【黒岩構成員（第 1回議事録 P11）】 

イ） 砦をつくることによってうまくいくものだけではなく、今まで自

主的な活動の中でうまくいっている部分、または展開ができてきた部

分もあるのではないか。制度化されることによってうまくいく、又は

うまくいってきた事例もあるかもしれないが、制度化されなかったこ

とによる効用も、併せて検討する必要があるのではないのか。【音構成

                                                   
1 ＦＣＣ（Federal Communications Commission）：（米国の）連邦通信委員会 
2 ＢＰＯ（Broadcasting Ethics & Program Improvement Organization）：放送倫理・番組向上機構 
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員（第 2回議事録 P12、P13）】 

ウ） 韓国のＫＣＣ3なり台湾のＮＣＣ4

エ） 視聴者・国民の利益拡大につながる放送サービスの在り方を積極

的に模索する必要があると思うし、その１つの方向性として「砦」論

議というのは非常に有用だと考えるが、「砦」が制度化されると、「砦」

自体が権力化・形骸化してしまう危険性が常につきまとう。【音構成員

（関係者ヒアリングにおける意見）（第 3回議事録 P11）】 

はうまくいっているのかというと、

随分苦労しているという報告やレポートも、読むことがある。海外の

事例というと、つい欧米を調べるケースが多いが、身近なところで起

こっている事例も併せて調べてみると、随分参考になるのではないか。

【音構成員（第 2回議事録P13）】 

オ） 多くの国では、放送を規制する独立規制機関が存在している。こ

れらはいずれもハードな内容規制の主体であり、政権交代を前提に、

時の政権からの放送行政の独立性、中立性、専門性を確保することに

あるが、委員の人選が政党政治の影響を受けないでいられるかは、韓

国、台湾の例を見ても若干不安が残る。また、仮に放送・通信全体に

ついて企画立案権限も、規制権限も有するようなスーパー委員会のよ

うなものを通常の政治プロセスから切り離してつくるとすると、国民

生活に密着したＩＣＴ分野の規律としていいか別途検討を要する。【宍

戸構成員（関係者ヒアリングにおける意見）（第 4回議事録 P6、P7）】 

カ） 議院内閣制のもとでは、行政だけではなく、国会・政党からの独

立も必要。総務省だけではなく、その他の官庁、自治体、さらには与

野党からの圧力からの盾でもなければならない。「砦」を強力にすれば

するほど、その「砦」を乗っ取ろうという誘惑も当然働く。人選の中

立性をどのように確保するか。その政治化を招かないような仕組みが

我が国でも可能か。ここは深掘りをして検討する必要がある。【宍戸構

成員（関係者ヒアリングにおける意見）（第 4回議事録 P8）】 

キ） 先日、ＣＳ放送の番組がネット中継された際、リアルタイムにツ

ィッターでいろいろな人の意見が返ってきた。驚くほどまともな意見

                                                   
3 ＫＣＣ（Korea Communications Commission）：韓国放送通信委員会 
4 ＮＣＣ（National Communications Commission）：（台湾の）国家通信放送委員会 
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が多く、みんなで自由に監視する状況になっている。国が報道の自由

を守る砦をつくること自体が、時代にそぐわなくなっているのではな

いか。新しいメディアの状況に入っているときに、前時代的な議論を

しているのではないか。【黒岩構成員（第 6回議事録 P12）】 

ク） 何もつくる必要はないと思っている。議論だけすればいいと思う。

【黒岩構成員（第 6回議事録 P16）】 

ケ） 「砦」をつくろうというその作業自体が言論の自由をつぶしてし

まう。そういう危険性を感じる。「砦」というと、やはり我々の頭の中

には「砦」が浮かぶ。そうすると、やはりデリケートな問題にかなり

強力な圧力がかかってくる。もうそのこと自体が圧力になってくる。

【黒岩構成員（第 7回議事録 P14、P15）】 

コ） 強権的な「砦」をつくると、そこが何らかの規制機関になる。規

制機関によってメディアが萎縮することがあってはいけないし、そん

な砦をつくることは誰の利益にもならない。【浜井構成員（第 7回議事

録 P17）】 

サ） ＢＰＯですら現場に対する萎縮効果を与える。いわんや、また新

たな組織をつくったら、組織をつくれば何とかなるというのは、この

日本の国の大きな過ちであり、病気。つくらない方がいい、つくった

らもっと萎縮するだけ。【黒岩構成員（第 7回議事録 P20）】 

シ） 独立行政委員会を仮に作るとすれば、考えなければならない前提

は権利侵害問題と免許行政や行政指導の問題。二つを一緒に混在させ

た形で強力な独立行政委員会を作ることは、表現の自由なり通信の自

由などについて非常に大きな問題があるということは、このフォーラ

ムの議論で共有できた。 

 今後、ＢＰＯでは足りないのか、独立行政委員会を作ることが必要

なのかについては、このフォーラムで議論したことを踏まえ、政府、

有識者、あるいは国民総体で考えていかなければならない問題。【宍戸

構成員（第 10回議事録 P31）】 

ス） 権力や権威に対する言論の自由や表現の自由を規制するのではなく、それを

一層保障するという方向で進めていただきたい。以上の観点から、国が関与して
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砦なり制度を作った場合には、将来、権力や権威を守る砦に悪用されてしまうお

それが存在するのではないか。権利や自由を守っていくことの第一義的な義務は、

やはり放送事業者が負っている。次いで、自主的な仕組みとして存在しているＢ

ＰＯを基本に考えていくのがいいのではないか。【ＴＢＳテレビ(城所副会長) （関

係者ヒアリングにおける意見）（第 3回議事録 P16）】 

③ 様々な主体による言論・表現の自由を守るための取組の全体像が枠組み

を構成するという意見 

 

ア） 法ですべて、機関ですべてできあがるということではなく、解釈

と実行の在り方もしっかり見つめ合う在り方が重要。【重延構成員（第

1回議事録 P14）】 

イ） 「自由の砦」という言葉のニュアンスからすると、新たな組織を

つくるようにも聞こえるが、表現の自由を拡大するための、制度設計

や、強化策とも捉えることができるのではないか。行われるべきは現

行制度で権利増進ができないかどうかをまず考えた上で、もしできな

いとすればできない部分の制度を直していくこと。【音構成員（関係者

ヒアリングにおける意見）（第 3回議事録 P7）】 

ウ） ハードな規制の強化によって国民の権利を実現するのだとすれば、

そこで言う国民の権利とは何かを明確にすると同時に、放送の自由と

の兼ね合いで、「砦」としては強い権限と強い独立性を有する機関を創

設すべき。放送と政府の対話型規制の透明化に力点を置くとすれば、

行政を監視する機関、放送事業者内部の取組の強化、それからＢＰＯ

の機能拡大、これら３つの互いの均衡によって重層的な形で「砦」を

構築する方法もある。【宍戸構成員（関係者ヒアリングにおける意見）

（第 4回議事録 P9）】 

エ） 「砦」は日本版ＦＣＣのような組織であるとも、問題解決、問題

発生の未然防止を担保する制度設計であるとも解釈できる。組織であ

れ制度設計であれ、国家権力が少しでも入り込むものは「砦」とはな

り得ない。番組制作等で同じ過ちを何度も繰り返しているから、権力

介入の口実をつくってしまっているのではないか。業界やＢＰＯによ

る自主規制をより実効性のあるものに高めていく総合的な環境づくり

もまた、「砦」の一つではないか。【丸山構成員（第 6回議事録 P11、P12）】 
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オ） 最も必要なのは、どういう組織をつくるかということよりは、賢

い視聴者を育てる、つまりメディアリテラシーが重要ではないか。賢

い視聴者を育てていくことこそが、真の砦であり、賢い視聴者が育て

ば、組織としての砦を作る必要はない。【浜井構成員（第6回議事録P13）】 

カ） 会社全体が不断の努力をすることが、結局、言論の自由を守る砦の重要な要

件。砦づくりは、こうした思いを保護する箱物くらいに考えた方がよく、現行Ｂ

ＰＯの存在は十分その機能を果たす方向性を持っている。【石川テレビ(高羽代表

取締役社長) （関係者ヒアリングにおける意見）（第 3回議事録 P20）】 

キ） 視聴者からの温かく、しかし批判の精神を忘れない率直な声が寄せられるこ

とこそが、報道や表現の自由を侵そうとする様々な権威に対しての一番の「砦」

に結果としてなるのではないか。【東京都地域婦人団体連盟（長田事務局次長）（関

係者ヒアリングにおける意見）（第 4回議事録 P17）】 

ク） 通信分野における「砦」の機能の中核は、違法情報、有害情報に対する実効

的対策。国家に期待される役割は、民間の取組に対する支援が原則ではないか。

【森弁護士（関係者ヒアリングにおける意見）（第 5回議事録 P29）】 

ケ） 放送事業者は、砦というのは新たな機関を作っていこうということでは必ず

しもない、人々の自由を守る決意と取組が構成されて、ある種の砦の役割を果た

すのだという方向性に全面的に賛成。ただ、このフォーラムにおいて、放送事業

者に対して厳しい批判等があった。これを真摯に受け止め、新たに砦を作ること

なく、自律的な取組を一層推進していきたい。 

 法的あるいは制度的な抑制というのは今のままで十分。放送だけが厳しい制約

を受けているわけで、これ以上の必要はないだろうと思う。【日本民間放送連盟（広

瀬会長）（関係者ヒアリングにおける意見）（第 10回議事録 P19、P20）】 

 ④ その他  

ア） 消費者庁にとっての消費者委員会は、別に規制権限を持っている

わけではないが、消費者庁、あるいは消費者行政の運営について、独

立した立場からモニターし、検討するものと思う。そのようなものか

と、頭に浮かんだが、砦というのはどういうものを考えていくのかに

ついて、これから議論していきたい。【根岸構成員（第 1 回議事録 P6、

P7）】 
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イ） 会計検査院のような内閣から独立した委員会は憲法を改正しない

と作れない。人事院は３名の人事官からなる内閣所轄の行政委員会。

各府省にも色々なパターンの行政委員会が設置されている。一口に行

政委員会といっても色々なパターンがあり、これらの分析が必要。【宇

賀構成員（第 1回議事録 P10）】 

ウ） 砦というと、権力から放送・報道を守るという構図が浮かぶが、

誰から何を守るのかという構図が非常に複雑になっている。放送・報

道事業者自体が第４の権力になっているのは明らかだし、メディアの

中でも、記者クラブの中と外という関係もある。そうした、実際の対

立関係の実態を踏まえた制度設計をすることが重要。【後構成員（第 2

回議事録 P14）】 

エ） 表現の自由を守る「砦」を創設しようという提言は、放送分野に

ついては、まず政治権力から放送の自主・自律を守ることが出発点だ

ろうと理解。【宍戸構成員（関係者ヒアリングにおける意見）（第 4 回

議事録 P4）】 

オ） 番組の多様性や質の確保のために、政府が介入・干渉する規制を

採用するのであれば、独立規制機関を導入すべき。ただ、政治的介入

を排除できないというのであれば、これまでどおり、番組事業者、放

送事業者の自主・自律、さらにはインターネットを含むメディア間の

競争に委ねるべき。あるいは訂正命令や反論権制度を導入するとして

も、中立的な裁判所の判断を仰ぐべき。また、司法的救済の他、放送

事業者とＢＰＯの取組で十分でないか。一部の放送局で先進的な仕組

みがあるというだけではなく、全放送局で実態としてそういう取組が

十分行われているということが視聴者の目に見えて信頼されるもので

あることが必要。【宍戸構成員（関係者ヒアリングにおける意見）（第 4

回議事録 P7）】 

カ） 規制と振興は分け、情報通信省的なものを作るという省庁再編まで議論して

ほしい。【孫オブザーバ代理嶋社長室長（第 3回議事録 P24）】 

キ） 独立行政委員会について、ヨーロッパ等においてはいかに独立性を担保する

のかについての一定の基準が設定されている。それらを参考にし、独立行政委員

会には、国家行政組織法３条に基づく３条委員会であること、人選の透明性の確
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保、独立した職権行使、事務局の独自採用、予算の独立が必要。【日本弁護士連合

会（日隅弁護士）（関係者ヒアリングにおける意見）（第 4回議事録 P19）】 

ク） どうしても権利侵害が頻発すると評価されるときには、これは法規制等が出

てくるのもやむを得ないことであるが、それを前提にすれば、独立行政委員会が

いいのではないか。その場合も原則として報道被害等の権利侵害の救済にとどめ

るべきであって、表現の中立性といったことについては所管させるべきではない。

【森弁護士（関係者ヒアリングにおける意見）（第 5回議事録 P29、P30）】 

ケ） 非常に論点がたくさん出てきているが、フォーラムで話し合ったことはいい

けれども、結局何もできなかったというのが一番いけないと思う。したがって、

この中で一体何をやるのかやらないのか、制度、組織設計がどうかという話があ

ったが、本当に組織、制度設計がいけないのか、いいのかもきちんと議論で結論

を出すべき。【孫オブザーバ代理嶋社長室長（第 6回議事録 P15）】 

コ） 番組基準を作っていないなどの外形的なものに対しては、行政指導を受けて

も仕方ないことだと思うが、その他一般の番組についての行政指導は、放送にと

って煩わしいというかプレッシャーになっている。そのためにこの「砦」の議論

がある。【広瀬オブザーバ（第 7回議事録 P21、P22）】 
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（１）基本的な考え方  

放送分野に関する議論に当たっての基本的な考え方について、様々な視点

からの意見があった。 

 

ア） 科学的に根拠がないものに基づいて、マスコミが、情緒的に世論を

煽り、その結果、厳罰化世論が作り出されてしまう現象が起きている。

一定レベルで何らかの対策が必要。マスコミが、視聴者受けのする面白

いストーリーではなく、事実を正確に伝えるようになるため、公平な放

送を確保していくためには、何らかのチェックが必要。それについては、

ＢＰＯを強化するなり、ＦＣＣをつくるなり、色々な議論があると思う

が、この手の問題は、刑事規制の強化では解決しない。【浜井構成員（第

1回議事録 P12）】 

イ） 日本の放送行政では、事実上、新規参入がなかった。そうした歪ん

だ産業構造こそ現実を直視して直す。ここで体制をつくるよりも、むし

ろ完全な開放、自由化の方が、より一層、産業振興に繋がるのではない

か。【上杉構成員（第 1回議事録 P17）】 

ウ） メディアというのは、政党間の競争のインフラ。２大政党の首相候

補者同士の討論がどこの国でもゴールデンタイムにきっちり時間をとっ

て行われているが、我が国ではこれがずっと行われてきていない。与野

党、立場逆転したわけだから、両方にとっての共通ルールという意味で、

メディアの整備がされるには、今がちょうどいい機会なのではないか。

【後構成員（第 2回議事録 P14）】 

エ） 実際に政治からの言論・報道の独立が問題になるのは、政治的公平

の要請の問題。この問題は放送事業者の自主・自律、あるいはＢＰＯに

委ねられる、あるいは最終的には世論の批判に委ねられるべきであり、

それを理由にした処分や行政指導は許されない。こういうことを確認す

ることが独立行政機関をつくる、つくらないにかかわらず、まずもって

重要ではないか。【宍戸構成員（関係者ヒアリングにおける意見）（第 4

回議事録 P8）】 

２．放送分野に関する議論 
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オ） 報道機関を批判的に見られる放送会社や、ＢＰＯというものを批判

的に見られるような第三者機関がでてきてもいいのではないか。競争が

あることによって、ＢＰＯもしっかりやらなくいけなくなると思うし、

報道機関もしっかりやらなくいけなくなる。競争基盤をどうやって作っ

ていくかが、一つの方向性ではないか。【楠構成員（第 10回議事録 P26）】 

カ） メディアのことなので、故意でなくても、人の名誉を傷つけ、プライバシーを

破り、あるいは財産上の損害を与えることも出てくる。不幸にしてそういうことが

起きた場合には、どう償うか、名誉を回復するか、経済的な損失を償うか。そうい

うことに進んでいくのが当然であるが、番組の中身に規制をかけることは、まさに

憲法が駄目といったこと。【広瀬オブザーバ（第 1回議事録 P9）】 

キ） 放送について非常に不満な点、ＢＰＯについて不満な点などを十分に話しても

らいたい。我々も現在のＢＰＯが 100点、大丈夫だと思っている訳ではなく、むし

ろ定着させる過程にあるのだから、大いに参考意見として聞きたい。【広瀬オブザー

バ（第 2回議事録 P15）】 

ク） 日本では５つか６つのキー局が、日本全国をネットワーク化している。報道機

関の１つであるインターネットも市民メディアも含めて、知る権利と伝える権利が

機会均等にないと、偏った報道になってしまうというリスクがあるという点で、重

大なコンプライアンス違反がある。【孫オブザーバ（第 2回議事録 P17）】 

ケ） 自由を守る制度の確立には、時間をかけた熟成と人への投資が不可欠。寛容の

精神をもって不断に努力し、希求し、人を育てていくことが必要。【福地オブザーバ

代理金田専務理事（関係者ヒアリングにおける意見）（第 3回議事録 P15）】 

コ） 放送被害の防止の議論と同時に、本当の意味での知る権利、メディアへの期待、

いざというとき頼りになる新聞、放送とは何かを考えるべき。【広瀬オブザーバ（第

3回議事録 P29）】 

サ） 放送分野における報道・表現の自由を守る取組に、国や地方自治体など行政機

関の介入は認められない。報道の自由、表現の自由を守るのは、希少な電波の使用

を認められている放送局自身の責務。ＢＰＯという仕組みを生かして、報道・表現

の自由を守っていくことが適切ではないか。昨今の視聴率の低迷は視聴者の声なき

抵抗と考え、放送局が自らを律していただきたい。ＢＰＯの存在をきちんと知らせ

ていく環境整備が国の責務。【東京都地域婦人団体連盟（長田事務局次長）（関係者
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ヒアリングにおける意見）（第 4回議事録 P15、P16）】 

（２）放送事業者による取組に関する議論  

放送事業者による取組については、放送事業者の自主・自律的な取組が

重要であるとする意見、報道の現状に関する意見、真実でない放送に関す

る意見、放送事業者のコンプライアンスに関する意見、具体的な取組の例

に関する意見などがあった。 

  

 ① 放送事業者の自主・自律的な取組が重要であるとする意見  

ア） 放送による権利侵害が生じた場合、放送事業者が自主的に調査し

て、その結果、真実ではない放送だとわかったら訂正放送する。この

自主的な取組がきちんと機能していることが前提となって、放送法第

３条（放送番組編成の自由）が生きてくるはず。放送法による規制が

強化されないよう、各放送事業者の自主的なコンプライアンス努力が

必要。【郷原構成員（第 1回議事録 P21）】 

イ） 放送の自由は、まさに放送人が自らつかみ取るもの。【羽石構成員

（第 1回議事録 P22）】 

ウ） コンプライアンスという言葉が出てきて以降も、事件・問題が減

ったわけではなく、かなり増えている。担当部門を各放送事業者が設

置してもなお、批判を受けるような番組や番組制作手法が続いている

のはどうしてか、改善できるのかどうなのかを放送事業者として是非

報告していただきたい。【服部構成員（第 3回議事録 P28）】 

エ） まず放送事業者自身がきちんと取り組む。例えば真実性に問題が

あるということであれば、それを受けて、真実あるいはそうでなかっ

たということもきちんと説明し、それを基本的にはＢＰＯなりがバッ

クアップすることが本筋ではないか。その意味で事業者自身の取組が

最初にあるべきではないか。【宍戸構成員（第 4回議事録 P9）】 

オ） ＢＰＯが機能するかは、ＢＰＯの勧告等を受けとめる放送事業者

側のプロフェッショナリズムにかかってくる。やはり使命感と、何を
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目指して放送をやっているかがしっかりしていないと、せっかくつく

った機関もよくならない。「砦」という言葉をやめるとしても、結局何

かそこに働いてくれる機関は必要。【郷原構成員（第 7回議事録 P20）】 

カ） 放送・報道の役割を果たすジャーナリズムという制度は、自主的なものに比

重を置いたものであってこそ、社会から負託された役割を果たす。【福地オブザ

ーバ代理金田専務理事（関係者ヒアリングにおける意見）（第 3回議事録 P12）】 

キ） 報道・表現の自由を守るにはまず放送局自身のコンプライアンスの確立が絶

対に必要。【テレビ朝日(上松取締役) （関係者ヒアリングにおける意見）（第 3

回議事録 P16）】 

ク） 放送現場で放送倫理が貫かれるためには、まず担当者に放送倫理がごく自然

に備わっていることが必要。放送倫理の高揚は、一朝一夕に成し遂げられるもの

ではなく、到達点のない持続的な取組。ＢＰＯの判断が当該局の自覚を促すとと

もに、それ以外の放送局でも他山の石として改善・改革の努力をされることを期

待。【放送倫理・番組向上機構（飽戸理事長）（関係者ヒアリングにおける意見）

（第 4回議事録 P13）】 

ケ） テレビについて申し上げれば、新聞と同じように、表現の自由を守っていく

のはテレビ事業者の大きな責任であって、人に守ってもらうこと自体が問題。【広

瀬オブザーバ（第 6回議事録 P14）】 

コ） 放送の担い手には自らの影響力を常に自覚し、放送内容を高めていく責任が

強く求められる。そのためには、視聴者の意見に謙虚に耳を傾け、自分とは違う

考えも寛容に受け入れる態度が欠かせない。放送局には、他の放送局に対するＢ

ＰＯの決定も他山の石として真剣に読み込んで欲しい。こうした放送局の自覚、

改革、改善への努力の積み重ねがあって初めて視聴者の幅広い支持、理解が得ら

れると信じる。そのような視聴者の支持、理解が放送への介入をはね返す力とな

るという緊張感を持って放送に臨んでもらいたい。【放送倫理・番組向上機構（飽

戸理事長）（関係者ヒアリングにおける意見）（第 10回議事録 P13）】 

サ） 公権力の介入を招かない自律的な取組として、以下の３つの取組を実施して

いる。 

①間違いとわかったときに、きちんとお詫びし、訂正すること 

②ＢＰＯから意見等が出たとき、関係社員がＢＰＯを呼んで、ＢＰＯの中でどの
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ような議論があったのか説明してもらう会を開催 

③放送事故は、報道分野、バラエティ分野だけで発生するものでないことから、

報道、番組制作分野だけに限定せず、研修活動を実施【広瀬オブザーバ（関係者

ヒアリングにおける意見）（第 10回議事録 P21、p22）】 

   ② 報道の現状に関する意見  

ア） 自由な社会とは、市民が多様な選択肢を持つ社会。しかし、今の

メディアから流れている報道は一方的に偏っている。選択肢が提供で

きない社会で、強い民主主義ができるわけはない。多様な情報が得ら

れるような仕組みをつくってもらわなければいけない。【工藤構成員

（第 2回議事録 P13）】 

イ） 客観性を欠いたセンセーショナルな報道が目立ち、その結果、偏

った世論がつくられて、そうした世論の空気にあおられて政策が進ん

でいくのは、非常に危険。メディアの責任というのは非常に重いので、

テレビなどの報道における事実の正確性のチェック体制を何とかして

いただきたい。【浜井構成員（第 3回議事録 P26）】 

ウ） 国民の中に、今、メディアの報道について問題がないと思ってい

る人というのは、恐らく非常に少ないと思う。メディアの報道がいろ

んな面で非常に歪んでいると思っている人が多いと思う。一方で、そ

ういった問題放送などについても訂正放送が行われている事例は非常

に少ないし、全体としてまともな対応ができているとは到底言えない。

【郷原構成員（第 7回議事録 P7）】 

エ） メディアがあまり真実性のない話をどんどん伝えていく中で、世

論がそれに動かされて情動的な反応が起きていくことに危機感を抱い

ている。メディア全体として、各放送局の中で、放送している情報の

真実性を何らかの形でチェックするシステムをつくることが必要。【浜

井構成員（第 7回議事録 P17）】 

   ③ 真実でない放送に関する意見  

ア） 不二家の事例では、その内容に非常に不満があり、大きな被害を

受けたと思っても、訴訟を起こさないほうが得だと考えざるを得ない
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構図があるため訴訟が起こされなかった。それにより大きな誤解をさ

せられた視聴者の権利は害される。【郷原構成員（第 2回議事録 P16）】 

イ） いわゆる放送法上の訂正放送とおわび放送と混在していて、要す

るに法による訂正なのかどうかというのが全然見えてこない。ＢＰＯ

の勧告の中にある訂正放送の形式というのを、ただ単に頭を下げろと

か番組担当者が全員出てきて頭を下げればいいとかではなく、これは

何に基づいてどのような措置を講じたなどということを形式上明確に

してもらいたい。【服部構成員（第 8回議事録 P8、P9）】 

ウ） 現在でも各放送事業者が自ら自主的に、放送された側の人権を回

復するというのは行われていないのではないかと危惧している。【上杉

構成員（第 9回議事録 P23）】 

 ④ 放送事業者のコンプライアンスに関する意見  

ア） コンプライアンスは具体的な事例でどのような取組をしたのか。

問題に対してどう対処したのか。まずそこを考えないとコンプライア

ンスのレベルというのは絶対わからない。【郷原構成員（第 3回議事録

P25、P26）】 

イ） 本当の意味で放送が社会の要請に応えようとする自由な活動を行

っているのであれば、それを束縛することは、そもそもコンプライア

ンスではない。責任回避のために、これもあれもやってはいけないと

する一方、実に大胆に誤った放送が行われるのは、正しくコンプライ

アンスが機能していないから起きる問題。【郷原構成員（第 7回議事録

P13、P14）】 

 ⑤ 具体的な取組の例に関する意見  

ア） 名古屋テレビ放送は、自社独自に、人権侵害や報道被害の問題が

生じた場合に適切な措置を講じるための第三者委員会を設置。 

また、関西テレビは、①放送等によって生じた人権の侵害の救済や、

番組の在り方に関して視聴者からの意見を受け、経営陣にフィードバ

ックさせる体制、②番組に携わる人たち、制作現場の人たちが、良心

に反する番組をつくるよう強制された場合に、それに対して意見を述
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べることができる仕掛け、③いい番組を褒める仕組み、という３つの

活動からなる「活性化委員会」を設置。【音構成員（関係者ヒアリング

における意見）（第 3回議事録 P8、P9）】 

イ） テレビ局が幾ら体制をつくっても、視聴者との信頼関係が得られなければ真

のコンプライアンスは成立しないと考えており、当社では、視聴者との信頼を築

くユニークな取組を進めている。【テレビ朝日（上松取締役）（関係者ヒアリング

における意見）（第 3回議事録 P18）】 

   ⑥ その他  

ア） 番組審議会は形骸化しているのではないのかとの批判や、放送現

場の制作者は放送番組基準をきちんと読んでいるかといった批判があ

る。それらをより健全化していく仕掛けはできないか。【音構成員（関

係者ヒアリングにおける意見）（第 3回議事録 P7）】 

イ） 表現活動をどれだけ社会全体として促進していくかということが、

究極的な問題。視聴者からしっかりした反応が返ってくるということ

は、前向きな方向への変化。苦情についても、ありがたい批判だと前

向きにとらえて、現場の記者や、番組制作にかかわる人が萎縮するこ

とのないように、ＢＰＯだけでなく、事業者も取り組むことが、重要。

【宍戸構成員（第 9回議事録 P19、P20）】 

ウ） テレビ局も視聴者からの意見を受け付けるコーナーをホームページ上に設け

ているが、普通のメーカーなど違って、ほとんどはどこにあるのかわからないと

ころも多い。まだまだ放送局の側から視聴者の声を集めたいという意欲が感じら

れない。また、集めた意見をどうしているのかが見えない。集まった意見の中か

らこのように番組に生かすことができたというメッセージが伝わってくれば、少

しずつ建設的な意見を寄せる視聴者の行動にもつながっていくのではないか。

【東京都地域婦人団体連盟（長田事務局次長）（関係者ヒアリングにおける意見）

（第 4回議事録 P16、P17）】 

（３）ＢＰＯによる取組に関する議論  

ＢＰＯによる取組については、改善が必要であるとする意見、取組の現状

を肯定的に捉え、その定着を図ることが必要とする意見、視聴者・国民への
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浸透が不十分であるとする意見などがあった。（主な議論については、第 4

回、第 7回、第 8回会合議事録参照） 

 

 ① 取組の現状について、改善が必要であるとする意見  

ア） ＢＰＯがしっかりチェックする。それを明らかにするという機能

のほうが重要。ＢＰＯが直接真実であるかどうかを明らかにすること

よりも、プロセスをチェックすることの方が重要ではないか。【郷原構

成員（第 4回議事録 P9）】 

イ） 放送事業者の自主的な取組がきちんとＢＰＯの検証委員会で評

価・検証されているかというと、全く不十分だと思う。放送事業者側

が真実ではなかったと認めている場合であれば厳しい対応ができるが、

真実だと言い張ると、ＢＰＯはなかなかまともにそういう指摘を取り

上げない。本当に放送事業者側が自分たちでやることをしっかりやっ

ているのかというプロセスをきちんとＢＰＯの放送倫理検証委員会で

認定しているかといったら、ほとんどやっていない。【郷原構成員（第

4回議事録 P24）】 

ウ） ＢＰＯをどう評価すればいいかわからない。ＢＰＯの目的や目標

が抽象的な表現ではなく具体的に、中期的な目標でも、今年はどうし

ているかなどを、きちんと言ってもらわないとわからない。【工藤構成

員（第 4回議事録 P25）】 

エ） 現場は、いつもより具体的でハードなクレームに対応している。

そういう中で、一体ＢＰＯで協議されたものがどう展開していくかも

やはり非常に重要なこと。ＢＰＯは、表層的にはとてもよくやってい

ると思う。ただ、実際に表層レベルでない現場レベルあるいはつくる

人レベルのところで実際にそれが生きているかどうかに関しては、と

もに考えるべき課題がある。【重延構成員（第 7回議事録 P12）】 

オ） ＢＰＯが今凄くしっかりやっている割には、コンプライアンスが

全体的に誤った考え方になっていることで、放送事業者に間違った影

響を与えているのではないか。例えばモザイク映像の問題や、顔なし

映像などが平気でまかり通っていることが、もっと問題にされるべき
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だし、そういう意味で、全体的にＢＰＯが本当に正しく適正に機能し

ているとは思えない。【郷原構成員（第 7回議事録 P14）】 

カ） ＢＰＯがあるがゆえに、細かいことにこだわって、伸びやかな放

送そのものがもう既に失われているのではないかと心配するぐらい現

場は萎縮し大きな精神的プレッシャーを感じている。【黒岩構成員（第

3回議事録 P28、第 7回議事録 P12）】 

キ） ＢＰＯで議論をしていて、「現場が萎縮する」という言葉に萎縮し

そうになる。つまり、色々意見を言うことが結果として現場を萎縮さ

せ、何もできなくなると言われるのでないか、とても気になる。【五代

構成員（第 7回議事録 P15）】 

ク） ＢＰＯという存在が、本来の放送が果たさなければいけない多様

な言論を国民に提供することに対して、かえって萎縮効果を招いてい

るとすると、放送が本来国民の知る権利に奉仕する存在としてやらな

ければならないことと、全く真逆の効果が起きていることになる。【宍

戸構成員（第 7回議事録 P19）】 

ケ） 事実をちゃんと検証するということが放送事業者の方で真剣に行

われているかどうかということをしっかりチェックしないといけない。

それは、行政がやるよりも、ＢＰＯがチェックをしていくべきではな

いか。【郷原構成員（第 10回議事録 P25）】 

コ） 個々の事案の判断などについて、ＡＤＲ5

サ） 権利侵害事案については、できるだけ迅速な救済をすることが大

事。放送倫理検証委員会で調査チームを作ったという話を紹介いただ

いたが、放送と人権等権利に関する委員会でも、そういうことを考え

てみてはどうか。【宍戸構成員（第 10回議事録 P27）】 

的な機能を持っているＢ

ＰＯとしてできるだけ迅速に判断するという意味で、これまで積み重

ねられてきた前例などの判断基準を、視聴者の声などを聞いて改訂し、

事業者の基準に反映させて頂く取組を今後、放送界一体として続けて

頂くことが必要ではないか。【宍戸構成員（第 10回議事録P27）】 

                                                   
5 ＡＤＲ（Alternative Dispute Resolution）：裁判外紛争解決 
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シ） ＢＰＯをバックアップ、支援する柔らかな組織、決してそれは国

の統制とか規制強化につながるものではなく、ＢＰＯに寄せられた放

送の「受け手」の多様な意見に対して、「今後の放送環境」を幅広く捉

えるシンクタンクのようなものをＢＰＯの周辺に置くという考え方は

どうか。【五代構成員（第 10回議事録 P28）】 

ス） ＢＰＯの決定が末端の番組制作者のところまでなかなか届かない。これを何

とかして決定を地方に、場合によっては、ＢＰＯ自体が出かけていって、出前で

もしようということも考えている。【放送倫理・番組向上機構（飽戸理事長）（第

4回議事録 P23）】 

セ） 今日の議論において構成員から、ＢＰＯの検証プロセスが改善されていない

という指摘、ＢＰＯの報告書に恣意性があるのではないかという指摘があった。

その指摘が正しいとすれば、政府から独立した行政委員会に放送行政を担わせる

ことが本当に必要なのか、あるいはそれをやらないのであれば、ＢＰＯはどこま

で改善するのかということをしっかり議論することが必要。【孫オブザーバ代理嶋

社長室長（第 8回議事録 P28）】 

ソ） 放送倫理の徹底には粘り強い取組、働きかけが必要。放送の制作者にＢＰＯ

の意見が届き、取材や制作に活かされるよう、努力をしていきたい。また、現場

への浸透の努力と合わせて、放送界のトップとの緊密な連携がＢＰＯの活動に不

可欠。【放送倫理・番組向上機構（飽戸理事長）（関係者ヒアリングにおける意見）

（第 10 回議事録 P12、P13）】 

 ② 取組の現状を肯定的に捉え、その定着を図ることが必要とする意見  

ア） ようやくＢＰＯの存在が皆様にも評価され、そして広く報道もさ

れ、それによって放送界も質を高めるような方向に来たということで、

これから先を大変期待。【五代構成員（第 1回議事録 P16）】 

イ） 砦をつくることは大賛成だが、現在機能し始めているＢＰＯを定着させるこ

とが一番早道。批判にも十分耐え得るようなＢＰＯにしていけば一番いい訳で、

その可能性は十分にある。【広瀬オブザーバ（第 1回議事録 P9）】 

ウ） ＢＰＯについて、個々の事業者だけでは必ずしも視聴者の支持と理解を得ら

れないような問題について、よりよい解決を目指した業界の自主的な取組として、
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一定の機能を果たしていただいているものと認識。実際問題として当事者間で相

容れない見解がある中で、微妙かつ困難な判断に真正面から向き合っており、大

変な努力をして今日まで活動してきていると敬意を表している。現行制度の下で

ＢＰＯを一層熟成させていただきたい。【福地オブザーバ代理金田専務理事（関係

者ヒアリングにおける意見）（第 3回議事録 P14）】 

エ） ＢＰＯは第三者による自主・自律的な番組を監督する機関として、言論・表

現の自由を守るために必要な機関と理解。数々の番組に対する勧告や見解の表明

などを通じて、視聴者にも今はＢＰＯの存在が定着しつつあるのではないか。【テ

レビ朝日（上松取締役）（関係者ヒアリングにおける意見）（第 3回議事録 P19）】 

オ） ＢＰＯの決定の内容等を検討すると、非常に緻密な検討がなされているし、

そういうものの積み重ねによって一定のルールができていると思うので、ＢＰＯ

は十分に機能している。ＢＰＯと、司法制度によって、この分野においては十分

対処できるのではないか。【日本弁護士連合会（日隅弁護士）（関係者ヒアリング

における意見）（第 4回議事録 P19）】 

カ） ＢＰＯは世界で唯一の組織であり、議論の中身も進んできたし、世間での評

価も固まってきつつある。ＢＰＯを育てていくのが放送事業者としては第一では

ないか。【広瀬オブザーバ（第 8回議事録 P26）】 

キ） ＢＰＯは、権力と関連を持たない放送事業者の自主的組織という現在の位置

づけがもっともふさわしいと確信している。現在のＢＰＯの３委員会は、その役

割を果たし、公正な立場から放送局にも視聴者にも説得力のある判断を示してい

ると受け止めている。ＢＰＯは責任の重さを自覚し、放送事業者と緊張感のある

信頼関係を保ちつつ、視聴者はもとより、当フォーラムでいただいた意見も十分

に参照し、「より広く」「より深く」「より高く」を重点的に推進し、視聴者の期待

に応えていきたい。【放送倫理・番組向上機構（飽戸理事長）（関係者ヒアリング

における意見）（第 10回議事録 P14）】 

ク） ＢＰＯについては、委員各位の大変なご努力の上で一定の機能を果たしてい

る、非常に有意義な活動であると認識。ＢＰＯの活動は自主的な取組であり、最

終的には個々の放送事業者が独立した編集責任を負うということから、おのずと

一定の限界があるが、当事者の間ではなかなか収れんしない、難しい議論につい

て、民間の有識者の方々に判断を任せ、個々の利害関係を越えた高い視点からの

見方を提供して頂く、そして放送事業者がその結果を受け止め、放送事業者の責
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任としてよりよい状態を目指して改善を図るという仕組みは今のところ最善のも

のではないか。現行の仕組みのもとで実績を積み重ねていくことで、なお一層定

着し、成熟し、国民の期待に応えていくよう、ＮＨＫとしても今後も支援し、協

力していきたい。【日本放送協会（金田理事）（関係者ヒアリングにおける意見）

（第 10 回議事録 P17）】 

 ③ 視聴者・国民への浸透が不十分であるとする意見  

ア） ＢＰＯが果たしている役割は非常に大きいと思うが、その実態は

わかりにくい。ＢＰＯの勧告をメールで回覧している話や、制作者に

届けている話は、それがどう活かされているかという実態は非常にわ

かりにくい。【深尾構成員（第 3回議事録 P27）】 

イ） ＢＰＯという組織の性質が一般の人に理解されにくい要素がある。

一般の人は、第三者機関というと素早く対応をしてくれるという期待

があるが、あくまでＢＰＯは放送事業者が自主・自律的に改善・改革

をするのをサポートする機関。その微妙な違いが一般の方にはなかな

かご理解いただけないギャップ。【五代構成員（第 7回議事録 P10）】 

ウ） 地方局へ行ってみると、ＢＰＯというのは総務省と同じだという

認識が強い。公的な機関ではなくて、民放とＮＨＫが自主的につくっ

た組織であるという点を、周知していただきたい。【服部構成員（第 9

回議事録 P13）】 

エ） ＢＰＯに毎月たくさんの意見が寄せられていて、それをホームページ上で見

ることができるが、その後、どのように扱われたのかはホームページ上では理解

できない。それが非常に残念。各放送局に届けられていてといった仕組みのご紹

介があったが、そういうことがきちんと国民に知らされていることが大切ではな

いか。【東京都地域婦人団体連盟（長田事務局次長）（関係者ヒアリングにおける

意見）（第 4回議事録 P16）】 

オ） ＢＰＯが機能していないのではないかという苦情が来るが、ＢＰＯの役割が

理解されていなくて、誤解されていることが原因であることが多い。まずは、あ

くまでも放送事業者が自主・自律的に改善・改革するのを助ける第三者機関であ

るというＢＰＯの役割をしっかり理解していただくということが必要。【放送倫

理・番組向上機構（飽戸理事長）（第 4回議事録 P23）】 
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カ） ＢＰＯが出した決定や勧告に従って放送事業者の皆さんは一生懸命、改善・

改革に努力をしており、その結果はＢＰＯに報告されＢＰＯのホームページや「Ｂ

ＰＯ報告」で報告しているが、一般の視聴者全体になかなか伝わらない。ＢＰＯ

を強化するということは、現在やっている仕事をしっかりと国民の皆さんに知ら

せていくこと。【放送倫理・番組向上機構（飽戸理事長）（第 4回議事録 P23）】 

キ） ＢＰＯの機能や活動について、地方でＢＰＯと我々メディアが一緒になって、

もう少し本質的な啓蒙と周知活動をしていくことが必要かなと思っている。【河合

オブザーバ（第 9回議事録 P12）】 

ク） 放送界の発展のために、ＢＰＯの活動をより広く知って頂くことは大変重要。

放送局に物申す義務を持っているＢＰＯを放送界が作っているということを、一

般の人々によりよく知って頂く活動を今後も積極的に展開していく予定。【放送倫

理・番組向上機構（飽戸理事長）（関係者ヒアリングにおける意見）（第 10回議事

録 P11）】 

 ④ その他  

ア） ＢＰＯの強化とともにＢＰＯの手の中では拾い切れない問題を幅

広く拾い上げていかなければ今後の放送環境には対応できないのでは

ないか。【五代構成員（第 1回議事録 P16）】 

イ） 現在のＢＰＯに、より一層の努力を求める意見もある。ＢＰＯの活動が放送

局にも、一般の視聴者にも理解され、放送局の自律の中で放送倫理の高揚を促す

力となるよう、ＢＰＯとしてもこれらの意見に謙虚に耳を傾け、自らの活動の検

証を続けていきたい。【放送倫理・番組向上機構（飽戸理事長）（関係者ヒアリン

グにおける意見）（第 4回議事録 P13）】 

（４）その他  

放送分野に関するその他の議論としては、メディアリテラシーの向上が重

要であるとの意見、ラジオの現状に関する意見などがあった。 

 

 ① メディアリテラシーの向上が重要とする意見  
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ア） 放送の倫理を強調しすぎると報道の自由に必要以上に介入するこ

とになるし、報道の自由を認めすぎると、不正確な情報が提供されて

しまう危険性がある。そこで、どういう機関を作るにせよ、その機関

の役割として国民のメディアリテラシーを高めるような役割を持たせ

る仕組みをつくっていくことが大切。【浜井構成員（第 2回議事録 P7）】 

イ） チェック機関に視聴者である一般市民が関わることで、自然な形

で司法やメディアにリテラシーが高まる効果もあろうかと思う。【浜井

構成員（第 2回議事録 P7、P8）】 

ウ） 客観性を欠いたセンセーショナルな報道が目立ち、その結果、偏

った世論がつくられて、そうした世論の空気にあおられて政策が進ん

でいくのは、非常に危険。メディアリテラシーをどう高めるのかとい

う議論をしていただきたい。【浜井構成員（第 3回議事録 P26）】 

エ） 子どもが実際に番組をつくって発信することを通して、例えばそ

れによって地域に発信をして、受け手の感想を聞くことで、本当に自

分の言いたいことが伝わったかといったことを学べるプログラムをき

ちんと組めば、色々な問題点、発信することの難しさやそれを受け取

ることの難しさも実感を持って子どもや大人の教育になっていく。そ

れは学校だけではなし得ない。コミュニティメディアが自発的に取り

組んでいく。そういったことを社会全体が応援する制度設計が必要。

【深尾構成員（第 5回議事録 P15）】 

オ） 地方ごとに、地元のＮＨＫや各民放やコミュニティ放送が参加し

た情報の「砦」というものが必要。監視のようなことではなくて、例

えば子供たちのメディアリテラシー教育を担うものというところから

も、そういうものが必要。【木原構成員（第 7回議事録 P16）】 

カ） 賢い視聴者が、健全な「表現の自由を守る」砦になる。例えば、

市民がオンブズマンに参加することで、マスコミの実態を知り、当事

者意識が生まれ、リテラシーが高まる。【浜井構成員（第7回議事録P17）】 

キ） 放送事業者の責務でもあり、全体的に取り組む必要があると感じているのは、

視聴者なり国民のメディアリテラシーをどうやって向上させていくかであり、非

常に必要な側面ではないか。【ＴＢＳテレビ(城所副会長) （関係者ヒアリングに
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おける意見）（第 3回議事録 P16）】 

ク） ＮＨＫは言論・表現の自由を享受する社会を目指し、ＮＨＫクリエイティブ

ライブラリーを通じ、一人一人の想像力、映像を読み解く力、著作権意識の向上

のための取組を行っており、また、小学校５、６年生を主に対象としたＮＨＫ放

送体験クラブを通じ、情報文化の担い手として理解と認識を高めてもらうための

取組を行っている。【日本放送協会（金田理事）（関係者ヒアリングにおける意見）

（第 10 回議事録 P16、P17）】 

   ② ラジオの現状に関する意見  

ア） 最近、地方の民放ラジオ局が免許を返上するという出来事があっ

た。自由競争の中で敗れたメディアは退場するということになったと

きに、そのエリアの人たちにとっては大変なことになる。基本的な権

利あるいは公平という観点から公的な支援について、考えていかなけ

ればならないところになってきたと思う。【服部構成員（第 9回議事録

P14、P15）】 

イ） ラジオは今、変わる時期。ネットとの融合が広がる一方で、地上

波のラジオが聞かれなくなっており、なかなかつらい状況。デジタル

化の方針も全く見えず、私たちもどうしたらいいのか非常にちゅうち

ょしているというのが現状。また、経済の疲弊が現場にも及び、ラジ

オの現場などは社員が一人もいなくて、全部下請になってしまってい

るなど、かなり厳しい状態。そのような中では、例えばスクープをし

ない方が良いのでないかということは、報道の抑制にも結びつきかね

ない。これは、何とかしていかなければいけないと思っている。【木原

構成員（第 9回議事録 P17）】 
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通信分野については、構成員から意見の表明はなかったが、オブザーバや

ヒアリング説明者から、表現の自由と人権侵害や青少年の健全な育成に関す

る様々な意見があった。（主な議論については、第 5回会合議事録参照） 

 

ア） 通信事業者にとって一番重要なのは通信の秘密であり、通信の中身に対して一切

タッチしてはいけないというのが大原則。ところが、インターネットの世界になって、

公序良俗、青少年の保護という観点からフィルタリングサービスなどを入れる方向に

なってきている。通信事業者が悩んでいる通信の秘密をどう捉えるのかといったこと

についても議論の俎上にあげていただきたい。【小野寺オブザーバ（第 1回議事録 P18、

P19）】 

イ） 通信分野における表現の自由の問題も、民間で様々な活動が続けられている。民

間の努力に対して環境整備をするのが、国の本来の役割ではないか。【東京都地域婦人

団体連盟（長田事務局次長）（関係者ヒアリングにおける意見）（第 4回議事録 P17）】 

ウ） 通信分野における報道・表現の自由を守る取組について、現状では、残念ながら、

人権侵害の対応が十分ではないと言われても仕方ないと考えている。しかし、それに

対応するためといって、行政の介入を安易に認めるべきではない。例えば発信者情報

について迅速に開示する制度を設けるとか、相手の氏名がわからないままで提訴がで

きるような制度を設けるなど、実効性のある強制執行制度などを設けることで対処で

きるのではないか。【日本弁護士連合会（日隅弁護士）（関係者ヒアリングにおける意

見）（第 4回議事録 P20）】 

エ） 安心・安全なインターネット社会の環境整備が整っていない中では、段階的に子

どもたちにインターネット環境をどう与えていくかを考えることが必要。十分に技術

開発力を持っている日本の様々な企業や、能力を持っている皆さんにご協力をいただ

いて、青少年が安心・安全なインターネット社会の中で育つことが出来る環境を保護

者に安心出来るように発信していただいて、このような状況が少しずつ解決をしてい

ってもらいたい。【（社）日本ＰＴＡ全国協議会（曽我顧問）（関係者ヒアリングにおけ

る意見）（第 5回議事録 P20）】 

オ） どのようにインターネットと子どもたちを触れ合わせながら大人に育てるのか。

各省庁が単独でやるのではなく、国策として全体が連携をし、是非とも環境を整えて

３．通信分野に関する議論 
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いただき、我々保護者に安心してインターネットツールを使えるような子どもの環境

を整備いただくことをお願いしたい。【（社）日本ＰＴＡ全国協議会（曽我顧問）（関係

者ヒアリングにおける意見）（第 5回議事録 P20）】 

カ） 青少年との関係で、放送については民放連に話をすることができるが、インター

ネットについては発言する窓口がなかった。その後安心ネットづくり促進協議会とい

う任意団体が民間の力で生まれたが、我々がいつでも話ができる窓口として、またし

っかり役割を担える民間団体に成長していただきたい。【（社）日本ＰＴＡ全国協議会

（曽我顧問）（関係者ヒアリングにおける意見）（第 5回議事録 P21）】 

キ） インターネット上では著作権や人権、そしてプライバシーという問題が、大変大

きな課題になっているが、我が国はこうした問題に対する適切なルールの形成、対価

の還元、そのための適切なルールの実行、安心・安全の技術の方法ができて、最高の

クォリティを持って世界全体に貢献するべき。【村井教授（関係者ヒアリングにおける

意見）（第 5回議事録 P24、P25）】 

ク） インターネットの世界では違法有害情報と表現規制が非常に間近なものとして感

じられる。表現規制に結びつくような違法有害情報に対する取組、これをどのように

していくかが、真の意味での「砦」の働きをするものではないか。【森弁護士（関係者

ヒアリングにおける意見）（第 5回議事録 P25、P29）】 
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行政に関しては、主に番組内容に関する行政指導について意見があった。

（主な議論については、第 8回及び第 9回会合議事録参照） 

  

 ① 行政指導の法的根拠についての意見  

ア） 法律に定める権限に基づく行政指導なら受けなければならないが、放送法の条

項は、番組審議会を置くこと、番組基準を策定・公表することなどの５点ほどのみ。

ある時期から、行政指導の根拠が広く解釈されるようになり、番組の問題に突っ込

んだ指導がなされるようになった。これは、明らかに行政の間違い、あるいはこれ

を正さなかった政治の姿勢に原因がある。【広瀬オブザーバ（第 1回議事録 P8）】 

イ） 行政指導という法の根拠がなかなかないような部分での厳重注意が

繰り返されてきた。放送倫理検証委員会ができてからは、そのような行

政指導は実施されていなかったが、去年になって何件かＢＰＯの審議と

並行する形、先回りする形で、行政指導があった。色々な形で取材した

が、この内容が局からも行政からも手に入らなかった。【服部構成員（第

2回議事録 P8）】 

ウ） （行政手続法上）行政指導は、行政機関がその任務又は所掌事務の

範囲内において特定の者に一定の作為又は不作為を求める指導、勧告、

助言その他の行為であり、あくまで相手方の任意の協力によってのみ実

現されるもの。あるいは、行政指導に従わなかったことを理由として不

利益な取扱いをしてはならないというような規定ぶりになっている。昔

は、行政指導の法令上の根拠がないではないかというようなことでよく

議論になっていたが、現在では、行政手続法に、行政指導に関する規定

が設けられている。【濱田座長（第 8回議事録 P4）】 

 ② 行政指導が行われた個別事案に関する意見  

ア） ＴＢＳの「情報７ｄａｙｓ ニュースキャスター」の事案について、

ＴＢＳ側はそれなりのいろんな対応策を行った後、そしてＢＰＯの放送

検証委員会がそれについて議論をしている最中に総務省が行政指導を行

った。ＢＰＯが真摯に議論をしている最中になぜそのようなことを総務

４．行政に関する議論 
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省がしたのかということを疑問としている。【服部構成員（第 8回議事録

P27）】 

イ） ＴＢＳ「情報７ｄａｙｓ ニュースキャスター」に関する行政指導

については、ＢＰＯの検証委員会でこの案件が議論され始めたというこ

とを、行政指導の段階で、総務省が承知していなかったということがあ

るようだ。【濱田座長（第 9回議事録 P3）】 

ウ） テレビ朝日、テレビ愛知の事案では、ＢＰＯで議論して、ホームペ

ージ上に出した後に行政指導をしている。これらに通じ言えることは、

総務省が行政指導しなければいけないような内容であったのかというこ

と。つまりは時系列の問題ではなくて、問題の大小から見て、総務省が

出てくる話ではないだろうということが大きな主張だった。【服部構成員

（第 9回議事録 P3、P4）】 

 ③ その他  

ア） 政治介入を防ぐためにも、最も重要なことは、放送行政の透明性の

向上。番組への介入があったという疑いを持たれること自体が言論・報

道機関としての在り方を損ない、国民の知る権利に奉仕するというメデ

ィアとしての役割を果たす上でもよろしくないこと。【宍戸構成員（関係

者ヒアリングにおける意見）（第 4回議事録 P8）】 

イ） 2009年にＢＰＯの放送倫理検証委員会が審議を見送った３番組について総務省

が厳重指導をする一方で、ＢＰＯが訂正放送などの検討を勧告した事例では、総務

省が行政指導を行わないと表明したというように正反対の姿勢があった。行政指導

が恣意的になされるとＢＰＯが十分な機能を発揮することができないのではないか。

【日本弁護士連合会（日隅弁護士）（関係者ヒアリングにおける意見）（第 4回議事

録 P19、P20）】 
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（１）基本的な考え方  

情報の受け手だった国民が情報を発信することを促進していくための仕

組みを検討する上での基本的な考え方について、様々な意見があった。（主

な議論については、第 5回会合議事録参照） 

 

ア） 組織論以上に、今、急を要するのは新しい技術を使って国民の表現

の自由をいかに広げていくかというアプローチ、産業振興としてよりも、

文化振興・地域振興としても考えるべき。【中村構成員（第 1回議事録 P10）】 

イ） 明らかに情報の受け手だった人たちが、発信する側に回っている。

そういう状況をいかに活性化させていくかが重要。【深尾構成員（第 1回

議事録 P11、P12）】 

ウ） 技術発展によって受け手の市民ではなく、発信の主体としての市民

の姿と実践が、既に我が国でも多様な形で存在している。潜在的な社会

課題やマイノリティの問題等に関しては、当事者が発信することで守ら

れる、創られる権利がある。それによって形成される価値がある。また、

自身が発信することでメディアリテラシーが形成されていく。【深尾構成

員（関係者ヒアリングにおける意見）（第 5回議事録 P12、P13）】 

エ） 国民が受信したり発信したりする機能、機会を保障したり、拡張し

たりしようとするのであれば、国民が使うメディアの整備、あるいはそ

のメディアの拡張、全国的に拡張していくというのが最も効果的ではな

いか。【中村構成員（第 9回議事録 P11）】 

オ） これからの放送というのは、特定の一部の機関、会社のみが担うのではなく、

すべて国民が発信できる立場になる。【孫オブザーバ（第 1回議事録 P14）】 

カ） 言論の自由というのは特定のテレビ局、限られた少数のテレビ局、限られた少

数のマスメディアの権利を保護することにも繋がりかねないように、多くの人が感

じる。すべての国民が少しでも多く自由に発信できるように、使われていない電波

を、できるだけ有効利用する方向に考えていくことも大切。【孫オブザーバ（第 1

５．国民が自ら発信するための仕組みに関する議論 
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回議事録 P23）】 

キ） どうしてもマスメディアは広告主や、あるいは権力、政府、国会議員などから

一定程度の影響を受けてしまい、情報が一定程度偏ってしまう。いわゆる市民側か

ら出てくる情報を流す一定の道筋が必要。【日本弁護士連合会（日隅弁護士）（第 4

回議事録 P27）】 

（２）具体的な取組に関する議論  

国民の情報発信に関して、自主的な取組に関する意見、制度的対応に関す

る意見などがあった。（主な議論については、第 5回会合議事録参照） 

 

 ① 自主的な取組に関する意見  

ア） パブリック・アクセスに関し、コミュニティＦＭでは、既に 30数局

が参加して地上波とインターネット放送の同時配信をしているが、ネッ

トと放送の融合について、色々な制度などが追いついていない。【木原構

成員（第 2回議事録 P11）】 

イ） 米子の中海テレビ放送というケーブルテレビは、制度化されていな

い日本の制度の下でパブリック・アクセスについて、非常に積極的に取

り組んでいる。【音構成員（関係者ヒアリングにおける意見）（第 3 回議

事録 P9）】 

ウ） コミュニティＦＭでは、地域の人たちのパブリック・アクセスの機

会を増やすために様々な取組をしてきた。大きな特色・特徴は、誰もが

出演し、発信することが出来る放送局であること。「誰でも出演（参加）

する権利」があり、その場を提供する役割を担っている。障がいのある

人、目が不自由な方、外国人などの小さな声を切り捨てないでいきたい。

【木原構成員（関係者ヒアリングにおける意見）（第 5回議事録 P8、P9）】 

エ） 諸外国が法規制によるパブリック・アクセス導入アプローチに傾く

中、日本はそれを避け、豊かな放送文化を育んできた。一方で、近年の

多様性確保への要請にどう応えるかということにどう応えていくのかが

試されている。【中村構成員（第 5回議事録 P32）】 
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 ② 制度的対応に関する意見  

ア） ＮＨＫ受信料などの一部を市民による「公共放送」を支えていくイ

ンフラの整備に使うということも、課題として出て来る。現状の我が国

の市民メディアの状況やインターネットメディアの状況など様々なメデ

ィアの状況がどうなっているかもきちんと一度整理をし、制度設計にそ

の声を活かす必要がある。【深尾構成員（第 2回議事録 P12）】 

イ） コミュニティＦＭ局として、誰でも出演（参加）できる場を提供し

てきたが、課題もある。 

①行き過ぎた発言や、発言した個人に対する誹謗・中傷や、世論や政治

との関わりなど、こじれると厄介な問題が出てくる。受皿、クッショ

ンとして中立な組織が必要ではないか。 

②また、コミュニティ放送局として、インターネット放送に取り組んで

きた。これによって、難聴地域解消、合併などで広がった地域、災害

時の情報伝達、そういうのも含めて情報ディバイドの解決につながる

ものだと思う。ただし、課題として、インターネットなどの設備投資

にお金がかかり、著作権にかかわる費用が地上波だけでなく、インタ

ーネットにも二重、三重にかかる。規模の小さいコミュニティ放送に

とっては非常に苦しい金額。【木原構成員（関係者ヒアリングにおける

意見）（第 5回議事録 P10）】 

ウ） 今までの放送行政は、「公共放送」と「商業放送」の２本立てで基本

的に考えられてきたが、非営利のコミュニティ放送を一角に入れていき、

公共放送の在り方自身も考え直すことが大変重要。具体的には、①「メ

ディアセンター」の整備、②共創型・協働型の制度になるようなパブリ

ック・アクセスの制定に向けた国民的な議論の形成、③多様なメディア

や多様な存在が一次情報にアクセス出来る環境の実現、④ＮＨＫの受信

料などの一部を積極的に活用した支援基金や財団のようなものの創設、

を提案したい。【深尾構成員（関係者ヒアリングにおける意見）（第 5 回

議事録 P13）】 

エ） 衛星のチャンネルなどの新しいメディアで、例えばプロダクション

であるとかＮＰＯなど多様な制作主体が参加出来るような仕組みとして、

事業者の認定の際に、外部制作をすることを加点ポイントに加えるとい

った、より広域の新しいパブリック・アクセス・チャンネルをつくるこ

とを提案してみたい。【中村構成員（関係者ヒアリングにおける意見）（第
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5回議事録 P17）】 

オ） 新たなＢＳメディアでパブリック・アクセス・チャンネルをつくる

というご意見は、これは大いにやられたらいいのではないかと思うし、

反対する立場にもない。箱をつくって、その中身が伴わないことがない

よう、最初からこの箱はこういうものを入れるための箱であるというこ

とを十分に議論しての箱であれば、制作会社としての立場からも反対す

るものではない。【堀構成員（第 5回議事録 P30）】 

カ） 海外では、インターネットが普及する以前からテレビやラジオへのパブリック・

アクセスの制度が設けられ、民主主義の基盤を支えてきている。これは日本でも当

然導入されるべき。非常に安価に情報を発信できるインターネットという手段があ

るため、もはやパブリック・アクセス制度は不要ではないかという考え方もあるか

もしれないが、インターネットを利用した市民参加型メディアは必ずしも伸びてい

ない、あるいは有力なものが撤退している現実がある。【日本弁護士連合会（日隅弁

護士）（関係者ヒアリングにおける意見）（第 4回議事録 P21）】 

 ③ その他  

ア） パブリック・アクセスについて、単に法制化するだけでなく、取組

を推奨するムードを社会全体として醸成することが重要。【深尾構成員

（第 5回議事録 P32）】 

イ） 聞く人や、テレビを見る人たちが、障がいがあったりするのを色々

補完していくようなところまでは支援する制度があるが、それ以外のと

ころの発信に関してはまだまだだという感じがする。これからそういう

ようなことに力をいれていただきたい。【木原構成員（第 5回議事録 P32）】 

ウ） パブリック・アクセスについて考えなければならないのは、コミュ

ニティの中で多様な意見が出るような仕組みになっているのかどうか。

アメリカで新聞が厳しい状況にあり、多様な意見というのが減っている

とか、メディアの環境監視機能が弱くなっているということが指摘され

ている。そのあたりに対する支援の可能性は考えてみる必要がある。同

時に、インターネット等々を用いるパブリック・アクセスと、同じフェ

ーズで議論できるのかというと、特定の地域内でのパブリック・アクセ

スとは異なり、顔が見えないゆえに起こる問題というのが起こると思う
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ので、ちょっと一緒にしにくいところがある。【音構成員（第 9回議事録

P15、P16）】  
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クロスメディア所有の在り方、記者クラブ・記者会見のオープン化に関す

る意見のほか、コンテンツの流通や番組制作の発展、知的財産等に関する意

見があった。 

 

（１）クロスメディア所有の在り方に関する議論  

ア） （テレビ局としては、）創業当初は新聞に「育てていただいた」が、現在は自立

していると認識。特に報道上の問題で新聞社が口を挟むようなことはなく、考えら

れない。【石川テレビ(高羽代表取締役社長) （関係者ヒアリングにおける意見）（第

3回議事録 P20）】 

イ） 新聞社や放送局が、厳しい経営状況下で今後も公共的・文化的使命を果たし続

けていくには、経営の安定が不可欠。更なる連携の強化を可能とする制度整備が必

要。【日本新聞協会（大久保メディア開発委員会委員長）（関係者ヒアリングにおけ

る意見）（第 3回議事録 P22）】 

ウ） ３事業支配の原則禁止規定は、強化ではなく撤廃すべき。規定制定後、ＣＡＴ

Ｖ、ＢＳ、ＣＳ、インターネットといった新たなメディアが登場・普及し、さらに

フリーペーパーやコミュニティＦＭ局等も増加している状況に鑑みれば、規定を撤

廃しても、情報の多様性・多元性・地域性が損なわれることはない。【日本新聞協会

（大久保メディア開発委員会委員長）（関係者ヒアリングにおける意見）（第 3回議

事録 P22、P23、P24）】 

エ） コミュニティペーパー、フリーペーパーやコミュニティＦＭを持ち

出されてクロスメディアの問題と同列に論じるのは、全然次元が違う。

【深尾構成員（第 3回議事録 P27）】 

（２）記者クラブ・記者会見のオープン化に関する議論  

ア） 日本だけが特殊な制度であり、それが結果として言論の自由を妨げ

てきたという認識のもと、「言論の自由を守る砦」を目指すのであれば、

その言論にネット、フリーランス、雑誌、海外メディアも認めていただ

いて、同じ土俵に是非とも参加させていただきたい。日本だけが情報の

６．その他 
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ガラパゴス化に置かれている現状は、現在のメディア環境において非常

に不公平。インターネットメディアの急激な発展によって情報がフラッ

ト化しているにもかかわらず、日本だけがそこに蓋をするのは、効果的

ではない。【上杉構成員（関係者ヒアリングにおける意見）（第 5 回議事

録 P7）】 

イ） 記者クラブ問題について、総務省のフォーラムでこうあるべきだと

か、こうすべきだといった提言の形にまとめることは、日々権力との対

峙を旨に報道の自由を追い求めている報道現場に対する逆の意味での行

政の介入、干渉と受け取られることがないか、大いに懸念。【丸山構成員

（第 6回議事録 P12）】 

ウ） 記者クラブメディアと非記者クラブメディアのいわゆるアクセス権

における差別というのは、現在においても続いている状況。このままの

形で記者会見のオープン化ということを認められてしまうと、通信とか

フリーランス、並びに海外メディア、ネットメディアの仲間たちも非常

に厳しい状況になっていくという現状だけでも、ぜひ認識していただき

たい。【上杉構成員（第 9回議事録 P9）】 

エ） 記者室に関しては、オープン化に関しては全くゼロ回答。つまりフ

リーランス、海外メディア、ネット、雑誌のジャーナリストたちは、実

質上立入りを制限されているという状況。このままいってしまうと、Ｉ

ＣＴでの改革があって、放送、通信を含めた権利保障の部分でも大きな

差が出てしまうのかという部分は非常に危惧を感じている。【上杉構成員

（第 9回議事録 P10）】 

オ） 特定の報道機関などの既得権益を守るような行為は、最もあってはならない前

近代的な発想。すべての国民が機会均等に知ることのできる権利、伝えることので

きる権利は、根本思想として守らなければいけない最も大切な人権。【孫オブザーバ

（第 2回議事録 P10）】 

カ） 取材・報道のための自主的な組織である記者クラブの在り方や記者会見の方法

について、通信・放送行政を担当する総務省の懇談会で議論され、いずれ政策の方

向性を提案していくことについては、違和感を持たざるを得ない。【日本新聞協会（関

係者ヒアリングにおける意見）（第 3回議事録 P21）】 
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（３）その他  

ア） 地域社会の文化振興や、地域社会自体が活性化していくこと自体に、

通信や放送がどう貢献していけるのかという視点も、地方分権時代、地

方主権時代においては非常に重要。【深尾構成員（第 1回議事録 P11）】 

イ） インフラとコンテンツの両者がそろって初めて、クリエイティブな

産業、クリエイティブな文化、産業と文化が一緒に共存できる。【重延構

成員（第 1回議事録 P15、P16）】 

ウ） クリエーター、表現者の権利の保障があってこその表現の自由だと

思う。コンテンツの流通のために、権利の切下げや「日本版」フェアユ

ースを求める動きがあることをとても心配している。【堀構成員（第 1回

議事録 P18）】 

エ） デジタル化がとても進展していて、コンテンツのビジネス構造や環

境が激変する中で、コンテンツがきちんと長期的に回っていくような環

境をどうするのかも念頭において、政策の優先順位を考えていきたい。

その際、放送の多様性を広げる、多様な言論手段を確保して、コンテン

ツの制作・流通を促進するという観点は非常に大事。【中村構成員（第 2

回議事録 P11）】 

オ） 番組制作が自由市場の中で発展できることを希望。【重延構成員（第

2回議事録 P17）】 

カ） パブリック・アクセスやネット放送のために「表現を財産的価値に

変えている者」の権利を制限することには疑問。財産としての情報と、

報道・表現の自由を一緒に議論しないでほしい。【堀構成員（第 5回議事

録 P30）】 

キ） 携帯端末のように、音楽産業や映像産業が発展するといった、非常にうまく作

られた対価を還元できる技術的な仕組み、社会的な仕組みを考えていくことが並行

して必要。【村井教授（第 5回議事録 P31）】 
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むすびにかえて 
 
 １年にわたるフォーラムでの議論を振り返れば、議論の俎上に上ったテーマ

は、いずれも相互に密接に関連すると同時に、その一つ一つが非常に奥の深い

ものばかりであり、限られた時間の中で全ての論点について共通の結論が導き

出された、あるいは方向性が固まったというものではない。しかしながら、言

論・表現の自由にかかわる様々な分野の専門家が各々の立場・知見を踏まえ忌

憚なく活発に議論を交わすことを通じて、それぞれのテーマについて多角的・

多様な意見・見解が公開の場で示されたことは、非常に有意義なものであった

と考える。 
 
 フォーラムの開始当初は、構成員及び周囲の関心は少なからず、「言論の自由

を守る砦」として、米国ＦＣＣに見られるような独立規制委員会のような組織・

機関を作るかどうかに向けられていた印象もあったが、議論を進める過程で、

こうした組織・機関を作ることについては、多くの構成員から懸念や課題も示

された。 
そして、具体的に議論を重ねていく中で、言論・表現の自由を守っていくた

めには、何か一つの組織・機関を作れば済むというものではなく、事業者、関

係団体、行政、視聴者など様々な主体がそれぞれに取組みを行っていく全体像

が言論・表現の自由を確実に守るための枠組みを形成していくものであり、だ

からこそ関係者の自主的・主体的な取組みが最も重要である、という認識が共

有されてきたものと考える。 
 
自由と権利は座して得られるものではなく、国民の不断の努力によって保持

されるものであり、言論・表現の自由も例外ではない。 
 我が国における言論・表現の自由を守る枠組みが一層強固となり、ＩＣＴ分

野における国民の権利保障が強化されていくためには、国民各層のさまざまな

レベルや場において、議論が継続されていくことが必要である。今回は、行政

の主催によりフォーラムが開催されたが、それ以外の場においても引き続き活

発な議論が行われることを期待したい。また、こうした議論と併せて、事業者、

事業者団体、行政、そして一人一人の国民すべてがそれぞれの場において真摯

な取組みを進めていくことが必要であると考える。 
 
 その中でも、フォーラムにおける議論を振り返ると、放送事業者による報道

のあり方や番組問題に対する取組みに関し、多くの厳しい指摘がなされたこと、

また、放送事業者が自主的に設立した放送倫理・番組向上機構（ＢＰＯ）につ
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いて、現状を評価し、将来の発展に期待すると同時に、その取組みの改善が必

要であるとする意見が多く出されたことは一つ印象に残っている。 
こうした指摘や意見は、自主自律を基本とする我が国の放送制度や、これに

基づき培われてきた豊かな放送文化を守っていくための叱咤激励であると理解

している。 
加えて、これらのメッセージは、近年のＩＣＴの発達によるメディア環境の

変化を見据えて、今後の放送が進むべき道を示唆しているものとも考えること

ができるように思われる。 
すなわち、近年のＩＣＴの急速な発達により、今まで主に情報の受け手であ

った国民が自ら容易に情報を発信する力を持ち始めてきたことに伴って、従来

放送が独占していた「広く公衆に対してリアルタイムに情報を届けることので

きる唯一のメディア」という地位は大きく変化しつつある。こうした環境変化

に伴い、放送に期待される役割も、広く公衆に情報を発信するという機能と同

時に、あまたの情報の中から信頼できる情報、役立つ情報を取り上げて公衆に

提示する、さらには社会的な情報への接触に割ける時間の限られている多くの

国民に多角的な観点から情報をわかりやすく伝え、世論の形成に奉仕する等と

いった、ジャーナリズムにふさわしい機能の重要性が、より一層高まってきて

いると言うことができるであろう。 
現在の放送がその期待に十分に応えきれているか否かについては、国民の判

断に委ねることとして、仮に国民の期待に応えられなかった場合には、放送へ

の愛情に裏打ちされた叱咤激励ではなく、冷ややかな無関心という道が待って

いないとも限らないであろう。放送事業者においては、自らの存在意義にかか

わる問題として、その使命をたえず自ら厳しく問い直し、国民から期待される

役割を今後も自主的に果たしていってもらいたいと考える。 
ＢＰＯにおいても、こうした放送事業者による自主的な取組みの充実を前提

としながら、本フォーラムにおいて示された様々な指摘を踏まえ、その活動に

ついて透明性を確保し、説明責任を果たすととともに、調査・検証の充実を図

るなど、常にその取組みの改善が行われていくことを期待する。こうした自主

的な改善の積み重ねによってこそ、「言論と表現の自由を確保しつつ、視聴者の

基本的人権を擁護するため、（中略）自主的に、独立した第三者の立場から迅速・

的確に対応し、正確な放送と放送倫理の高揚に寄与する」というＢＰＯの崇高

な設立目的が達成され、国民からの信頼が獲得されるものと思われる。 
 
他方、ＩＣＴの発達は、インターネットの世界的な普及を背景として、通信

によるメディアやコミュニケーションのあり方にも大きな環境変化をもたらし

ている。従来の電話などの一対一のコミュニケーション手段に加え、電子メー
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ル、インターネット掲示板、動画投稿サイトなどの一対多、多対多の多様化し

たコミュニケーション手段が登場する中で、人権侵害への対応や青少年の健全

育成といった課題への対応など、通信の自由と他の権利との調整について議論

が必要な場面も出てきている。フォーラムの場でも、こうした課題の解決に向

けて既に具体的な取組みが始まっていることが紹介されたが、国民各層におけ

る様々な取組みこそが表現の自由を守っていくという考え方に照らせば、こう

した課題に対して直ちに法規制を検討するよりも、まずは広く国民がこういっ

た課題を自らにかかわることとして認識し、自ら解決に寄与する意識を持って

活発な議論を行うことが必要であろう。その上で、こうした国民的議論の成果

を活かす形で、民間を主とした様々な主体による取組みが広がっていくことが

望ましいものと考えられる。 
 
また、ＩＣＴの発達が情報通信の世界に大きな環境変化をもたらす中、様々

な主体による取組みが重要、という考え方に照らせば、行政においても、まず

は広く国民各層の声に耳を傾け、国民各層の自律的な取組みを促進するととも

に、社会全体の情報リテラシーそのものを向上させていくという姿勢が求めら

れていると思われる。 
 
 本フォーラムにおいて交わされてきた活発な議論が、国民各層が言論・表現

の自由や自らの果たすべき役割について考え、議論をし、具体的に行動を起こ

すためのきっかけとなることを期待したい。 
 
２０１０年１２月 

座長 濱田 純一 

 


